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神奈川県は平成 18 年度の「障害者自立支援法」の施行により、平成 19 年度から

「重層的な支援体制の構築」「広域的かつ専門的な支援」「障害者の福祉の増進」な

どを目的として、「障害保健福祉圏域相談支援ネットワーク形成事業」を実施して参

りました。事業の項目として（１）「圏域自立支援協議会の運営」、（２）「相談支

援等のネットワーク形成事業」、（３）「圏域事業調整会議の設置・運営」などがあ

ります。各項目の主な内容は以下の通りです。 

 

（１）圏域自立支援協議会の運営 

相談支援ネットワークの構築を図るため、都道府県自立支援協議会に加えて、

５つの障害保健福祉圏域に圏域自立支援協議会を設置し、運営業務は社会福祉

法人等に委託し、年２回以上開催する。 

（２）相談支援ネットワーク形成事業の実施 

５つの障害保健福祉圏域において、相談支援ネットワークなどの形成を図るた

め、関係機関の連絡調整会議等の開催による各種ネットワークの形成、研修事

業等を実施する。 

（３）圏域事業調整会議の設置・運営 

相談支援等ネットワーク形成事業の取りまとめを行い、圏域自立支援協議会で

の地域課題の抽出、神奈川県自立支援協議会への報告事項の調整、受託法人間

の情報交換の機会、受託法人への必要な支援等を行い、事業の円滑な推進を図

る場を設定する。 

 

事業実施の９年目に当たる、平成 27 年度の圏域事業調整会議において、地域課題

の抽出に主眼を置き、神奈川県自立支援協議会へ報告できる内容の検討を実施しまし

た。その結果、平成 24 年障害者総合支援法施行に伴い設置することができるように

なった「基幹相談支援センター」について、県内の設置状況の実態と求められる役

割・機能について調査し、各市町村の設置の取り組みがより一層進むことを願い、検

討した成果をここに報告書としてとりまとめました。 

 

                     圏域事業調整会議事務局 

                     社会福祉法人かながわ共同会 

                     愛名やまゆり園長 髙橋 英行 
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あとがき 

神奈川県障害者自立支援協議会会長 鈴木  敏彦  

（和泉短期大学教授・社会福祉士）  

 

この度、神奈川県障害保健福祉圏域相談支援等ネットワーク形成事業による

『「神奈川県域内の基幹相談支援センターの実態と求められる役割、機能」に関

する報告書』の公表に至りました。 

基幹相談支援センター（以下、センターと略記）は、地域における相談支援体

制の中核的機能を担うものとして、障害者総合支援法により創設され、県内各市

町村においても設置が進められています。現在、障害のある方々に対する相談支

援（ソーシャルワーク）は、サービス等利用計画の策定が一定の進捗をみたこと

により、「量」から「質」への転換が求められています。相談支援の質の向上を

図るためには、センターが地域の相談支援の中核として機能し、自治体や障害

児・者支援領域にとどまらない幅広い事業者との連携、地域の多様な社会資源と

の協働を視野に入れた取組みが重要です。また、相談支援の展開においては、障

害当事者を中心に据えたものでなければなりません。 

本報告書では、県内 7 市町のセンター及び自治体に対するアンケート調査、ヒ

ヤリング調査により、センター運営の実態と今後の課題が明らかにされています。

調査にご協力いただいた各センター及び自治体の皆さまには心より感謝申し上

げます。7 つのセンターの先駆的な実践の姿は、今後センターを設置し、相談支

援体制の充実を目指す各地域の取組みを促進するための大きな力となるはずで

す。 

一方、本報告書で調査に応じて頂いた 7 つのセンターは“先駆者”であるがゆ

えの課題に直面していることもうかがえます。既設のセンター及び今後設置され

るセンターがこうした課題を共有し、その解決向けて協働し取り組んでいくこと

が重要です。また、課題の共有と解決に向けた取組みには、市町村自立支援協議

会、障害保健福祉圏域自立支援協議会、県自立支援協議会が果たす役割も大きい

と考えます。 

さて折しも、厚生労働省の「相談支援の質の向上に向けた検討会」では相談支

援体制の充実を図るべく検討がなされ、報告書案では「基幹相談支援センターの

設置促進等について」と題して、下記の通り、センター設置に関して詳しく述べ

られています。 

 

【基幹相談支援センターの設置促進等について】  

基幹相談支援センターは地域における相談支援の中核的な役割を担うものであり、基

幹相談支援センター等機能強化事業などによりその設置が促進されているが、質量とも

に十分とは言えない状況にある。（平成 27 年 4 月時点で 429 市町村が設置。）  

今後の基幹相談支援センターの設置促進に向け、まずは各市町村において障害福祉計

画の作成又は変更に際し、相談支援の提供体制の確保に関する方策を整理するとともに、
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基幹相談支援センターの設置に向けて地域のニーズに照らしてどのような機能が必要

か、その機能をどのような体制で実施するかを地域の関係者とともに十分議論して決定

することが非常に重要である。このような議論が積極的に行われるためには、（自立支援）

協議会が活発に機能し、地域における相談支援の体制に関する課題について協議する必

要がある。また、各地域における議論を経て、仮に基幹相談支援センターの設置の見通

しが当面立たない場合でも、基幹相談支援センターが担うべき役割をどのような形で補

完するか市町村において整理するべきである。さらに、都道府県においても、障害福祉

計画のとりまとめ等の際に、基幹相談支援センターを設置してない市町村に対して相談

支援体制の確保に関する取組をフォローするとともに、必要に応じて広域調整などの支

援を行うべきである。  

また、基幹相談支援センターを相談支援事業者に委託する場合、市町村は、委託する

業務を明確にするとともに、委託後も当該事業の効果や地域住民のニーズとの関係の検

証など、地域の相談支援の在り方を継続的に検討する必要がある。  

※出典：「『相談支援の質の向上に向けた検討会』における議論のとりまとめ（案）」、相談支援の質の向上に向け

た検討会（第５回）資料、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室、平

成 28 年 7 月 19 日 

 

 本報告書で明らかとなったセンターの実情と課題は、国の報告書の方向性とも

軌を一にするものといえます。国の報告書とともに、本報告書が参照され、県内

各市町村においてセンター設置が進められ、地域の実情、地域の特性に応じた、

“その地域ならではのセンター”の展開に活かされることを願ってやみません。 

 

以 上  
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